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RecentearthquakedisastershaveprovedtOcauseseveredamagestoresidential
areasandthelandscapeinthesuroundings・InthehvM/ＭＪ川!αﾉﾉｳﾉ忽胞s肱'"ｉα/
Ｌα"αi"ＤｉＭｓ〃Mlrjgzmro〃(ii/MIPα/剛日ﾉofMarchl993completedbytheauthor，
disasterpreventiondesignpoliciesfbrlargeandlnediumearthquakeshasbeen
outlinedfbrtllefirsttime,tllismanualbasedonthelessonslearnedfiolnHanshin
Earthquakeofl995.Thesedisasterpolicieshavebeensul｡jecttoongoingresearch
overalongperiod,however,withoutmuchemphasisonthedifferencebetween
largeandlnediumscaleearthquakes・Ｉｎｔhecaseoflargescaleearthquakes，
retainingwallsofresidentialareascollapseseverelybalongwithgreatdegreeof
damagesinembankments，landslidesandslopefailuresFurtherlregardingthe
analysismethodofembankmentsinsuchdisasters，theresultsderivedfiom
conventionalmethodsdeviatefiomtheactualvalues,thusitisnecessarytoadopt
analyticalmetllodsthatconsiderftlnctionallimitationsmeantimebeing
econolnicallyjustifiableaswell・Therefbre,inordertominilnizethedalnagesto
residentialareas,makingtheseafiDre-nlentionedaspectsclearcertainlyisreckoned
indispensable，asfarasdisasterpreventiondesignagainstearthquakesis
concerned
Withsuchabackground,inthisdissertation,havingmadeadditionstoReWsecjr
MJ川ｑＭファルｓｉ火"ｒｉα/Ｌα"αｊ'７Ｄ叩slfel`ＭｒｊｇｚＪｊｉＭ（ｊ'Mqpα',ese)intennsof
embanklnentsandfbundationsoilsofresidentialareas,policiesfbrrefilrbishment
andupgradingofresidentialretainingwallshavebeenproposedAlso,proposing
thecomputerizationofteclmicalinfbnnationonassessmentcriteriagiveninthe
MJ〃α/､/ｂｒ凸伽ａｒｉｏ〃q/、肋ﾉﾋﾉ"ｈｓ沈加α/Ｌα"ｃＭＺｌ'．ｉ"ｇＤ卯slrelWiilMpa川ビリノ
alsopublishedbytheauthor,improvelnentstothiscriteriabasedonitsapplication
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inascertainingthedamageoccmredduringtlleearthquakeofTottoriPrefecture
havebeenproposed・Theseproposedimprovementsservethefimctionofdamage
evaluationandtheextentofagingofresidentialstructuresFurther,withTottori
earthquakeandotherpastfailurecasesofresidentialenlbankmentsasrealworld
examples,anelnpiricalanalysishasbeenconducted,fbrdetennimngtllesuitability
ofactualdesignproceduresthroughcomparisonofresultsobtainedlnaddition，
thestudyproposesthedesignrequirementsfbranti-earthquakecityplanningfiDr
snowyregions,havingdetenninedtllerelationbetweensnowandearthquakes．
近年の地震災害では、造成された宅地において、地震動による宅地の被害が建築物
等の被害を大きくし、宅地地盤の崩壊が造成区域の周辺部へも被害を与えるなど、宅
地の被害が顕著になってきている。たとえば、１９６８年十勝沖地震、１９７８年宮城県沖地
震では、沢地などの集水地形を盛土して造成された宅地がすべり破壊などを生じ、住
宅に大きな被害を与えた。また、１９９５年兵庫県南部地震では、六甲山系の麓に造成さ
れた宅地を中心に自然がけや切士斜面の崩壊並びに宅地擁壁・宅地地盤などの変状、・
崩壊などの大規模な被害を受けた。
このように、地震時における宅地の被害が顕著になってきた背景には、近年の都市
化の進展に伴い、従来宅地として利用されてこなかった谷底低地や埋立地、あるいは
山麓の斜面などの開発が急速に進み、地震時に不安定な宅地が増えてきたためである
と考えられる。しかしながら、宅地盛土のような土構造物に関する耐震性については
未だ技術的に解明されていない部分が多く、その設計法については確立されていない
面もある。そんな中で、現在、耐震設計法として採用されているのは、震度法による
円弧すべり法などの極限釣合安定解析法ですべり安全率を計算し、所要の安全率を確
保するよう設計するというものである。一方、兵庫県南部地震以降大地震動（レベル
２地震動）のような高地震力に対する耐震設計が求められつつある。このような極限
釣合解析法をレベル２地震動（の耐震設計に適用しては土構造物が成立し得なくなるの
は必至であり、土構造物の特長を生かした耐震設計法の開発が重要となってきている。
一般的に、宅地の耐震設計手法として用いられているのは擁壁と盛土のり面に関し
ては震度法である。地盤条件が複雑であるなどの場合には、必要に応じて動的解析手
法を用いた検討が行われる。したがって、それらを明らかにすることは、より現実的
で経済的な性能評価でき、被害を軽減することに貢献できると考えられる。
このような観点から本論文では、まず、宅地の地震被害復旧対策における仮復旧、
復旧のための調査、本復旧対策さらに補修・補強対策のシステム化を提案する。次に、
宅地の地震被害調査システムを取り上げ、その提案の背景、その後の現状と課題点を
挙げ、今後のあり方及び耐震診断システムの提案を行う。宅地盛土のり面については、
過去の地震被害事例による検証を行い、鳥取県法勝中学校及び実際の設計事例での動
的解析により、残留変形解析の取扱い方とその妥当性について検討を行った。さらに、
積雪を考慮した耐震対策の提案と防災まちづくりのための整備水準レベルの提案を行
った。なお、本論文は８章かで構成されており、各章の概要と得られた結論は以下の
通りである。
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第１章では、宅地防災の現状を紹介し、それを背景とした本研究の目的と概要につい
て述べた。また、本研究を紹介するとともに、それに対する本研究の位置づけについ
て言及した。
第２章では、既往の文献から中・大地震宅地被害の相違点を明らかにした。まず、著
者らは、二木・田村らの委員会で提案し採用された「改訂宅地防災マニュアル」で
は、中・大地震について以下のように定義している。
①「中地震」：宅地または当該宅地を敷地とする建築物の供用期間中に１～２度程
度発生する確率を持つ一般的な地震動で、宅地の機能に重大な支障が生
じない（地震発生後、通常の維持・管理の範蠕を上回る補強工事や改築
工事等の対策を要しない）ことを耐震対策の基本目標としており、一般
に震度５程度の地震を想定している。
②「大地震」：発生確率は低いが直下型または海溝形巨大地震に起因するさらに高
レベルの地震動で人命に重大な影響を与えない（宅地自体にある程度
の被害が発生することは許容するが、宅地としての機能が失われ、崩
壊や倒壊等により直接人命に危害を与えない）ことを耐震対策の基本
的な目標とし、一般に震度６～７程度の地震を想定している。
地震に伴う建築物等の被害は、古くから多くの文献に記録されている。地震に伴う地
盤そのものの被害や土地と一体化した宅地擁壁などの施設の被害については、古来よ
り建築物等の被害と－体として記録・統計処理されてきたことなどから、宅地被害と
して記録されている例は少ない。しかしながら、近年の地震災害では、宅地開発にお
いて、地震動による宅地の被害が建築物等の被害を大きくし、宅地の崩壊が造成区域
の周辺部へも被害を与える等、その被害が顕著になってきている。そこで宅地被害に
ついて過去の文献・資料を収集し、代表的な被害事例を抽出する方法で中地震と大地
震に分類した。また、これらの被害形態と特徴の比較を行い宅地擁壁・のり面・地盤
の調査から設計に至る相違点を分析した。もって大地震時の防災対策に反映させ、危
険度判定を－歩進めた宅地擁壁診断システムの構築、及び宅地盛土のり面の残留変形
解析の適用性を明らかにした。
第３章では、宅地擁壁に宅地のり面・地盤を加え、また新たに兵庫県南部地震の実
績から得られた宅地として初めて採用された補強土工法等を取り入れ体系化してこれ
らを宅地擁壁の補修・補強対策指針として構築したことについて言及した。まず、大
地震に分類される兵庫県南部地震では、約５，０００箇所の宅地擁壁が倒壊、沈下、滑動、
はらみ出し、クラック等の大被害を受けた。その直後、宅地擁壁の復旧対策指針を早
急に作成するため、著者らが建設省の指導のもと、沖村・二木らの委員会で現地の実
態踏査に基づく数々の対応策を提案したところ採用され、建設省建設経済局民間宅地
指導室監修、「宅地擁壁復旧技術マニュアルの解説」（1995年８月）として策定され実
用化に至った。この復旧指針は、実際に建設省災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業で、
様々な宅地擁壁タイプごとに被害程度に応じて復旧現場で採用された。また、中地震
である鳥取県西部地震、芸予地震でもこの復旧指針が活用されている。宅地の震災復
旧、補修・補強対策は、中・大地震に関わらず大地震の宅地擁壁の変状状況に応じた
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ものであれば対応できることが明らかとなった。
しかし、その内容は宅地擁壁を対象としたもので、宅地のり面、宅地地盤の記載が
なかったためこれらを含めた宅地全体を対象としたものに改める必要が生じた。また、
実際の復旧に際して補強土工法を仮設工法対策としていた理由は、住宅密集地内での
民民間の用地境界条件、支持地盤が軟弱な地盤条件、施工作業スペースが非常に狭い
等の施工条件から従来宅地では認められなかった補強土工法を採用せざるを得ない箇
所が多数存在したにもかかわらず、その耐久性、維持管理が保証できなかったからで
ある。
第４章では、「被災宅地危険度判定士」制度の指針として採用された宅地擁壁変状
調査の現状と今後の大地震に活用できる情報処理技術まで総合的な宅地擁壁被害調査
システムの構築を提案した。また、全国にある宅地擁壁の老朽化実態を明らかにし、
今後の地震前の老朽化危険度を判定するための被災宅地擁壁危険度判定票となる宅地
擁壁耐震診断システムの提案を行った。
兵庫県南部地震では、約5,000箇所の宅地擁壁が倒壊、沈下、滑動、はらみ出し、ク
ラック等の大被害を受けた.その後、宅地擁壁、宅地のり面、宅地地盤の被害状況を
正確に把握し、現場で危険度を評価できないため、著者らは、建設省指導のもと地方
公共団体の協力を得て、二木らの委員会で、現地の実態踏査に基づく数々の「被災宅
地危険度判定票」を含めた大地震時に対応できる実践的な対応策を提案し採用され、
「被災宅地危険度判定士」の「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」（1998年２月
被災宅地危険度判定連絡協議会）として実用化に至った。鳥取県西部地震では、被災
宅地危険度判定士が初めて宅地危険度判定票を用いて被害調査を行った。この危険度
判定票は、大地震の際に用いられているものを、中地震でそのまま採用した。その結
果を踏まえて今後の判定票の特徴と課題を抽出し、見直しの際に役立てるための知見
を得た。
さらに、兵庫県南部地震の宅地擁壁被害のうち、全壊・上部半壊といった被害程度
が甚大な擁壁は、沖村・二木らの研究によると宅地造成等規制法が施行される以前か
ら設置されている老朽化したものが圧倒的多数を占めていることが明らかとなった。
また、芸予地震では、呉市の老朽化した宅地擁壁の被害が顕著となり、大きな社会問
題ともなっている。しかし、この既存宅地擁壁等の老朽化危険度を判定する耐震診断
はまだ作成されていないため、危険な状態で維持管理ができずにいる宅地擁壁の耐震
化が中・大地震時の被害を軽減・防止するうえできわめて重要となっている。
第５章では、まず宅地盛土のり面の過去の地震被害事例分析及び鳥取県西部地震で
変状を生じた法勝寺中学校の宅地盛土のり面を対象とした残留変形解析を行い検証し
た.次に、設計における適用の妥当性を探るため、施工後約３年経過した宅地造成盛
土事例に対して地盤改良前後における残留変形解析を行い、結果の比較よりその適用
性について検討を行った。また、盛土のり面の残留変形解析では、設計の際の簡易で
かつ汎用性のある円弧すべり法、ニューマーク法、FLUSHを用いた２次元ＦＥＭ解析の
それぞれによる残留変形量と実際の残留変形量との比較検討を行い、それらの妥当性
を検証した。
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現在の宅地盛土のり面における耐震設計は、「改定宅地防災マニュアル」において
設計水平震度を中地震時にＫカー０２０、大地震時にＫカー０．２５を用いることとしている。
大地震時において震度法を適用することは、膨大な地盤改良等が必要となる。ｉ中村ら
によると、兵庫県南部地震においても崩壊に至らずに残留変形解析に留まっていると
の報告がある。また、経済性や性能設計の観点から実際の盛士挙動と一致する残留変
形解析手法を用いた地震安定性評価が重要課題となり、この研究・実験等が進められ
ている。一方、実際の設計では、これまで震度法が適用されていたことから、汎用性
を考慮した簡易なニューマーク法及びＦＥＭ応答解析等を用いた残留変形解析が望ま
れている。しかし、こうした解析の適用に当たっては、地震時の挙動や震度法と応答
解析結果の相互の関係について未だ十分に解明されていない.
第６章では、積雪期地震における宅地防災の現状と課題点を過去の被災事例とアン
ケート調査から抽出し、宅地のり面や擁壁の耐震対策の新たな提案を行った。さらに、
宅地開発に際して、大地震を考慮する以前に積雪と中地震の組合せについて十分に考
慮されていない現状を明らかにし、今後、大地震についても検討する必要があること
を指摘した。
積雪期に地震が発生した場合は、詳細な宅地地盤の被害状況の確認が非常に困難と
なり、復旧作業が遅延するなどの障害がある。また、発生直後に応急措置が取れない
ため余震・風雨災害による２災害の恐れがあり、その後の復旧費用が増大し、さらに、
ライフラインが寸断され、生活環境への影響も大きくなることが予想される。兵庫県
南部地震では、宅地地盤被害が顕著で地盤沈下や隆起、湧水が確認される等、宅地地
盤関連災害が随所で見られ、地盤の耐震性を高めるため「改定宅地防災マニュアル」
が作成された。しかしず積雪寒冷期（通常は１１月下旬～４月上旬）を視野に入れた基
準づくりや雪と寒さが地盤に及ぼす影響については記載されていない。
、
第７章では、中・大地震の重要度に応じた具体的な防災まちづくり整備水準レベル
をモデルケーススタディによって検証した。兵庫県南部地震では、造成宅地が大規模
な被害を受け、「宅地防災マニュアル」等の見直しが行われてきた。しかし、これまで
の研究では重要度に応じた優先的な整備水準の確立の立ち遅れが指摘されている。す
なわち、まちづくりにおいては道路・河川と異なり、面的な広がりを持ち、中・大地
震の重要度の設定が非常に難しい。現在、それら中・大地震に対応した設計の考え方
が導入されているが、何処に、どの程度のものを設けたらよいのか明確な指導が示さ
れていない。そこで、防災まちづくり整備水準を「常時（レベルＯ）」「中地震時対応
（レベル１）」「大地震時対応（レベル２）」の３段階に設定し、さらに各整備水準の内
訳項目を土地利用、道路、公園、造成宅地、供給処理施設、地区計画等に分類してNi↑
震対策に役立てることを提案した。ここでは上記のうち特に土地利用計画、道路計画、
公園緑地計画に的を絞り、その具体的な整備方針を明らかにした。また、その整備水
準の具体的なケーススタディとしてＣ地区を取り上げ、その妥当性を検証した．最後
に、ニュータウンを中心とした周辺防災拠点整備手法について検討を行った。
第８章では、本研究で得られた結論を要約するとともに今後の課題について言及した。
－１１８－
学位論文審査結果の要旨
本学位論文に関し，平成１３年８月６日に第１回審査委員会を開催し，審査方針を決定するとともに，論文
の内容について検討した。さらに，８月８日に行われた口頭発表の後に第２回審査委員会を開き，面接によ
る最終試験を行い，慎重に審議した結果，以下のように判定した。
本論文は，これまで斜面崩壊としては土木工学の分野で，建物被害としては建築学の分野でそれぞれ別個
に取り扱われていた宅地災害を総合的に研究し，宅地防災という新しい分野を切り開いたものである。１９９５
年兵庫県南部地震以降，従来の耐震設計法の見直しが精力的に行われてきたが，本論文では宅地の耐震設計
法の確立を目指して，過去の被災事例の分析，大地震に対するのり面の地震時残留変形解析手法の検討など
を行い，多くの有用な知見を得ている。また，具体的な耐震復旧対策，補修・補強対策を提案するとともに，
被害調査システムと耐震診断システムを構築している。本調査システムは既に実用に供され，２０００年鳥取県
西部地震と２００１年芸予地震で用いられたので，その結果について検討し，今後の課題を明らかにしている。
さらに，宅地防災を耐震設計といういわゆるハードからの取り組みばかりではなく，防災まちづくりという
計画論的視点のソフトからのアプローチも展開し，新たな提案を行っており，独創性が認められる。
以上の研究成果は，宅地の地震防災力向上に大いに貢献しており，工学的価値が大きいと認められること
から，本審査委員会は本論文が博士（工学）に値すると判定した。
－１１９－
